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号で既報のとおり、日本自動車会議所は6月
6日、東京・千代田区の経団連会館で第83回

定時総会・第201回理事会を開催し、「平成29年度事
業実績・平成30年度事業計画」など3議案が審議さ
れ、いずれも原案通り承認された。総会・理事会後
の懇親会には、国会議員176名（うち本人出席68名）
をはじめ、会員・業界関係者など約450名が出席した。
　懇親会開会に当たり、まず内山田竹志会長が挨拶
し、続いて小関眞一副会長（日本自動車販売協会連
合会会長）、三澤憲一副会長（日本バス協会会長）、
川鍋一朗副会長（全国ハイヤー・タクシー連合会会

長）の3副会長が登壇。小関副会長が、「今年は自
動車関係諸税抜本改正の勝負の年です。2年前、数
千円ほどの軽自動車税の増税により市場が大きく冷
え込みました。是非、車体課税、特に自動車税を軽
減し経済が循環するよう、国会議員の先生方には税
制抜本改正を実現いただきたい。ユーザーの皆さま
の大きな声を反映させて、業界一丸となって頑張っ
ていきたいと思っています」と挨拶した。
　引き続き小関副会長の「乾杯」の発声で懇親会が
始まり、随所で懇親の輪が広がった。

（懇親会の模様は2～6ページに掲載）
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（主な記事はホームページ＝http://www.aba-j.or.jp＝にも掲載しています）

前

　

発行所

〠105-0012
東京都港区芝大門1-1-30 日本自動車会館
電話：03（3578）3880
FAX：03（3578）3883
URL
http://www.aba-j.or.jp

 発行人　中島　哲　　編集人　田村里志　
 購読料　１部50円（購読料は年会費に含む）№9062018

自動車会議所
ニュース

▪平成30年度定時総会懇親会開催
▪第１回保険委員会開催
▪自賠制度あり方懇で秋田保険委員長が意見陳述
▪「自賠制度を考える会」シンポジウムのご案内

♢ ♢ 主 な 内 容 ♢ ♢

▪第１回特別委員会開催

▪石川県自動車会議所が創立50周年記念式典を開催

▪東京都自動車会議所が第44回通常総会を開催
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国会議員や会員・業界関係者など
約450名が出席

平成30年度 定時総会懇親会開催平成30年度 定時総会懇親会開催平成30年度 定時総会懇親会開催

日本自動車会議所

写真円内は内山田竹志会長
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臣政務官、そして、自動車にご理解をいただいてお
ります国会議員の先生方には、国会開催中のお忙し
い中、また、関係省庁からも公務ご多忙の中、多数
の皆さまにご臨席いただき、日頃のご指導・ご支援
の感謝とともに、心からお礼申し上げます。
　さて、先ほどの定時総会・理事会におきまして、
会員の皆さまのご協力をいただき、議案はすべてご
承認いただいたことをご報告させていただいます。
会長は引き続き私が務めさせていただきますが、今
回は改選期でもあり、副会長５名全員が交代となり
ました。
　副会長には、新たに日本自動車工業会の豊田会長、
日本自動車販売協会連合会の小関会長、全日本トラ
ック協会の坂本会長、日本バス協会の三澤会長、全
国ハイヤー・タクシー連合会の川鍋会長、以上の
方々にお願いすることになりました。今後とも引き
続きご指導賜りますよう、よろしくお願い申し上げ
ます。
　現在、自動車業界は「100年に一度」の大変革期
を迎えていると言われております。クルマの進化は
大変目覚ましく、クルマ社会全体を巻き込んだ大き
な変革が進行中です。さらにここにきて、懸念され
ておりますアメリカとの通商問題は、「貿易戦争」
と表現されるレベルまでリスクが高まり、緊迫した
折衝の続く北朝鮮情勢は、今後どのような影響をも
たらすか不透明な状況です。

　本日は、私どもの総会懇
親会に、会員や自動車業界
をはじめ、このように多数
の皆さまにご出席いただ
き、誠にありがとうござい
ます。
　来賓として、牧野国土交
通副大臣、大串経済産業大

　このような先の見通せない、舵取りの大変難しい
状況下であればこそ、各界のリーダー一人ひとりが、
前例にとらわれない大胆な発想でヴィジョンを描き、
実現に向けた強い決意で、先頭に立って取り組むこ
とが求められていると思います。
　私どもの今年度の最大ミッションは、「自動車関
係諸税の抜本改正」です。新車販売は、国内自動車
産業のベースとなるのもので、特に本年は税制大綱
で示された改正の「勝負の年」であり、産業基盤を
より強固なものとする「チャンスの年」でもありま
す。幸い、好調な世界経済を背景に、日本経済も回
復基調で、新車販売は本年も３年連続で500万台規
模を達成できる見通しですが、自動車産業にかかわ
る540万人の雇用を支えるこのレベルは、何として
も守り通さなければなりません。
　この過重で不合理な税を強いられている多くのユ
ーザーの思いを、納税者の真の「声」として結集し、
業界一致団結して、本日ご参会の皆さまのお力もお
借りしながら、悲願であります「自動車関係諸税の
負担軽減と簡素化」の実現、とりわけ自動車税の引
き下げなど、保有課税の見直しに向けて邁進する所
存です。
　東京オリンピック・パラリンピックが２年後に迫
りました。電動化、知能化、情報化といった新技術
と、シェアリングなどの新しいサービス、このよう
な「クルマとクルマ社会の進化」を、「新たなクル
マ社会のショーケース」として、われわれは皆さま
にお披露目する予定でございます。
　会議所としましても、「クルマ社会の持続的で健
全な発展」を目指すという基本理念のもと、「総合
団体」としての機能を活かし､「政策要望・提言」、「ク
ルマ好きの育み」、「啓発・研究」活動を通じて貢献
してまいりますので、皆さまの倍旧のご指導、ご鞭
撻をよろしくお願い申し上げます。
　最後になりましたが、皆さまのご発展とご健勝を
祈念いたしまして、私のご挨拶とさせていただきま
す。本日は誠にありがとうございました。
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て感謝申し上げますとともに、国土交通省として先
ごろ策定された政府行動計画に基づき、関係省庁と
も連携をとって具体的な施策を遂行してまいります。
　さらに、東京オリンピック・パラリンピックの図
柄入りナンバープレートに続き、走る広告塔として、
地域の魅力を全国に発信する地方版図柄入りナンバ
ープレートの交付を10月から開始いたします。多く
のユーザーに取り付けていただきますよう、認知度
の向上に向けてご協力をお願い申し上げます。
　本年度の予算では、一般会計から自動車安全特別
会計への繰り戻しが15年振りに行われることになり
ました。この再開に向けて、皆さまのご尽力に改め
て敬意を表しますとともに、今後も着実な繰り戻し
がなされますよう、引き続き財務省と協議してまい
ります。
　結びに、日本自動車会議所の一層の発展と、本日
ご出席の皆さまの益々のご活躍を祈念いたしまし
て、私の挨拶とさせていただきます。本日は誠にお
めでとうございます。

　国土交通省では、「安全・
安心なクルマ社会」の実現
と、自動車関連産業の一層
の発展に向け、さまざまな
施策に取り組んでおります。
　まず、自動運転ですが、
今年４月に取りまとめられ
た「自動運転に係る制度整
備大綱」に基づき、車両の安全確保、自動運転移動
サービスの安全と利便性の確保、自動車損害賠償の
責任のあり方などの検討を進めております。
　また、働き方改革については、３月にトラック・バ
ス・タクシーの各団体の皆さまからアクションプラ
ンをご報告いただきました。皆さまの決意に、改め

総会懇親会で小関眞一副会長（中央）の「乾杯」の発声で杯を上げる三澤憲一副会長（右）と川鍋一朗副会
長（左）
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　国内市場の活性化とともに、全世界が市場である
皆さまにとって、自由貿易の推進は非常に重要であ
ると認識しております。TPP11の早期発効あるいは
日EU・EPA（経済連携協定）の早期署名、質の高
いRCEP（東アジア地域包括的経済連携）妥結など
に向けて、一層努力してまいります。日米間の新通
商枠組みでは、TPPが日米にとって最善という立場
に立って議論してまいります。米国の鉄鋼・アルミ
ニウムの輸入制限措置に対し、WTOの枠組みの下
で、恒久的に対象から除外するよう引き続き働き掛
けてまいります。
　また、自動車に関しては、トランプ大統領が通商
拡大法232条に基づき調査開始を指示しましたが、
現時点では具体的な措置が決定されたわけではあり
ません。わが国としては、いかなる貿易上の措置も
WTO協定と整合的にあるべきという立場でありま
すが、動向をよく注視していきたいと考えておりま
す。
　このように、自動車業界を取り巻く環境は厳しさ
を増しており、まさに大変革期を迎えております。
しかし、日本の自動車産業はこれまでオイルショッ
ク、バブル崩壊、リーマンショックと数々の難局を
官民一丸となって乗り越えてきました。経済産業省
としましても、内山田会長のリーダーシップの下、
新たにご就任された副会長の皆さまとともに、引き
続き官民一体となり、この時代の転換点に適切かつ
確実に対応してまいりたいと考えております。
　是非ともご協力をお願い申し上げまして、私の挨
拶とさせていただきます。本日はご盛会、誠におめ
でとうございます。

　安倍政権発足から５年が
経ちましたが、この間、名
目GDPは55兆円増えまし
た。多くの企業が最高水準
の経常利益と賃上げを実現
し、経済の好循環が着実に
回りはじめています。昨年
度の国内新車販売台数につ
きましては、前年同期比2.3％増の約520万台と２年
連続で500万台を維持し、消費増税後の低迷から回
復しつつあります。
　一方で、来年10月の消費税率10％への引き上げに
よる自動車ユーザーへの負担増は、自動車市場を再
び冷え込ませます。国内自動車市場の活性化のため
には、消費増税への適切な対応に加えまして、複雑
で負担が重いというユーザーの声の大きい車体課税
の見直しが重要であると考えております。まさに今
年が大勝負の年であります。平成29年度与党税制改
正大綱に基づき、ユーザー負担の軽減に向け、皆さ
まと連携し全力で取り組んでいきたいと思っており
ます。
　ご承知の通り、日本の自動車産業は電動化・自動
化への対応など、100年に一度の大変革の時期を迎
えております。こうした変化に対応するためにも、
本年４月の世耕大臣の主催により、「自動車新時代
戦略会議」を立ち上げました。今後、日本としての
戦略を世界に打ち出していく予定です。

総会懇親会開催前に役員控室を訪れた自動車議連会長の額賀福志郎衆議院議員（中央、左から６人目）と記念撮影する会議
所新旧役員。（左から）島倉秀市前副会長、富田昌孝前副会長、山下邦勝新監事、生田允紀前監事、久恒兼孝前副会長、額賀
会長、内山田竹志会長、川鍋一朗新副会長、三澤憲一新副会長、小関眞一新副会長、井口武雄監事



─ 5 ─

平成30年７月10日(第906号) 自動車会議所ニュース

懇談する（左から）内山田竹志会長、小関眞一副会長、野
田毅衆議院議員（自動車議連副会長）、とかしきなおみ衆議
院議員、原田憲治衆議院議員、北側一雄衆議院議員

小関眞一副会長の「乾杯」の発声で祝杯を上げる出席者の皆さん

登壇者の挨拶に耳を傾ける（左から）北側一雄衆議院議員、
細田博之衆議院議員（自動車議連幹事長）、三澤憲一副会長

懇談する（左から）梶原景博日本バス協会理事長、甘利明
衆議院議員、矢代隆義日本自動車連盟（JAF）会長、三澤
憲一副会長

内山田竹志会長（左）と握手を交わす井上義久衆議院議員（自
動車議員懇話会会長）
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懇談する小関眞一副会長（左）と奥野信亮衆議院議員（右、
自動車議連事務局次長）

立礼にて来場者を迎える（左から）川鍋一朗副会長、三澤憲一副会長、小関眞一副会長、内山田竹志会長

内山田竹志会長（右）と握手を交わす山口那津男参議院議
員（公明党代表）

歓談する（左から）竹下亘衆議院議員、片山さつき参議院
議員、川鍋一朗副会長

歓談する（左から）阿達雅志参議院議員、奥田真弥石油連
盟専務理事、山際大志郎衆議院議員（自動車議連事務局次
長）、永塚誠一日本自動車工業会副会長・専務理事
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懇談する早川茂トヨタ自動車副会長（左）と河野太志経済
産業省自動車課長（右）

登壇者の挨拶に耳を傾ける平井敏文日本自動車販売協会連
合会副会長・専務理事（左）、堀井仁全国軽自動車協会連合
会会長（右）

内山田竹志会長（右）と懇談する（左から）山田美樹衆議
院議員、渡辺博道衆議院議員、山本幸三衆議院議員

登壇者の挨拶を聞く田端浩国土交通審議官（右）、島雅之国
土交通省自動車局次長（左）

懇談する（左から）川鍋一朗副会長、阿達雅志参議院議員、
渡辺博道衆議院議員

懇談する（左から）竹林武一三重県自動車会議所会長（６／
22付で日本自動車整備振興会連合会会長）、橋本一豊同連合会
会長（当時）、木場宣行同連合会専務理事、武部新衆議院議員
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　続いて、今年度委員会活動計画案および秋田委員
長があり方懇で陳述する保険委員会意見（案）につ
いて、事務局より説明の後、審議が行われた。活動
計画案については、被害者救済事業の安定的・持続
的拡充の世論喚起、認知浸透を狙いとする「自賠制
度を考える会シンポジウム」＝詳細は10ページに掲
載＝について、「繰り戻しの継続と増額のためには、
社会から広く支持されることが必要であり、自団体
内にも広く案内し多くの参加を得たい」などの意見
が出され了承された。また委員会意見案については、
「再開された繰り戻しを今年度以降も考える会が中
心となって継続・拡大させていくことが重要」など
とする複数の賛同意見が表明され、本案も出席委員
一致で了承された。
＜自賠制度を考える会シンポジウム概要＞

＜保険委員会意見＞
　平成30年度政府予算における、一般会計から自動
車安全特別会計への23.2億円の繰り戻しの実現は、
15年ぶりの返済再開であり、関係の皆様の粘り強い
取り組みと財務当局の深いご理解の賜物と、心から
御礼申し上げます。
　ただし、いまだ自賠責積立金6,000億円は一般会
計に残ったままであり、昨年実現した繰り戻しを梃
子に、繰り戻しを継続・拡大し、被害者救済事業の
安定的・持続的拡充を確固たるものとしなければな
りません。
　先ほど福田先生がお話しされましたように、９月
のシンポジウムに是非多くの方々のご参加をいただ
き、そこをスタートとして「考える会」を核に皆様
と力を合わせ取り組みを推進してまいりますので、
倍旧のご支援ご指導をよろしくお願い申し上げます。

本自動車会議所は5月29日、東京・港区の日
本自動車会館「くるまプラザ」会議室で、平

成30年度第1回保険委員会（委員長＝秋田進・日本
通運取締役常務執行役員）を開催した。
　まず、国土交通省自動車局参事官（保障制度）の
小林豊氏から、被害者救済事業の現状と安定的・持
続的拡充の必要性について説明を受けた。
　次に、事務局より、世論喚起などを狙いとして９
月にシンポジウムを開催するなどの今年度の委員会
活動計画案および翌月予定の「今後の自動車損害賠
償保障制度のあり方に係る懇談会」（あり方懇）に
対する保険委員会の意見案について説明の上、審議
を行い、出席委員一致で了承された。
１．小林参事官説明概要
＜被害者救済事業の安定的･持続的拡充のために＞
　平成30年度予算で15年ぶりに一般会計繰入金の繰
り戻しが再開され、23.2億円の繰り戻しと被害者対
策の充実が実現することになった。繰り戻しの再開
に当たっては、「考える会」が結束してさまざまな
訴えかけを行った結果、被害者救済の必要性が広く
社会に浸透し、そうした思いが財務省にも届いたも
のと考えている。関係の皆さまのご尽力に敬意を表
したい。
　ただ、返済は再開したものの、積立金が毎年取り
崩されている状況が変わったわけではない。豊かで
利便性の高いクルマ社会が実現する一方で自動車事
故による悲惨な事故が生じており、その被害者を救
済する分野にも世論の焦点がもっと当てられるべき
であり、国土交通省と皆さまとで連携して事故防止
対策および被害者救済対策推進についての一層の社
会的理解を得るよう努力していきたい。平成31年度
以降については、積立金の維持と事業の安定を確か
なものとするため、繰り戻しの継続と増額が重要で
あると考えており、財務省としっかりと協議してい
きたい。
２．審議

審議に先立ち、国交省の小林参事官が
被害者救済事業の現状と必要性などについて説明

今年度委員会活動案および「あり方懇」委員会意見案を議論

議事を進行する秋田委員長（奥のテーブル左から２人目）。秋田委員長の右が小林参事官

日

第1回 保険委員会開催

１．主催：自動車損害賠償保障制度を考える会
　　　　　（自賠制度を考える会）
２．日時：平成30年９月10日（月）13：00～14：30
３．場所：日本自動車会館1階会議室
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皆さまと力を合わせ取り組みを推進していく所存で
あり、倍旧のご支援ご指導をよろしくお願いしたい。
⑵　他委員（発言順）
・読売新聞･天野論説委員
　　15年ぶりの一般会計繰入金の繰り戻し実現は、
国交省の関係各位のご努力の結果であり感謝申し
上げる。ただし被害者救済事業の充実に十分なレ
ベルであるとはまだ言い難い。引き続き繰り戻し
の継続・拡大に向けてさらなる努力を望みたい。

・全国遷延性意識障害者家族の会・桑山代表
　　今回の繰り戻し実現による被害者救済事業の充
実で、再生医療による治療の取り組みが予算化さ
れたが、脳損傷患者へのこうした取り組みを是非、
今後とも推進していただきたい。

・日本大学･福田危機管理学部長
　　秋田委員からお話のあったシンポジウムは、９
月10日に開催する。是非、多くの皆さまにご参加
いただきたい。

⑶　国交省･奥田自動車局長
　皆様のご協力をいただき15年ぶりの繰り戻し再開
という一歩を踏み出すことができた。厚くお礼申し
上げる次第である。しかしながら、自賠責積立金
6,000億円は一般会計から返ってきていない。
　大臣間の覚書には「被害者保護増進事業等が安定
的、継続的に将来にわたって実施されるよう十分に
留意しつつ」という一文が新たに加わった。引き続
き精力的に財務省と協議を行い、繰戻しの増額に努
力していきたい。

交省「今後の自動車損害賠償保障制度のあり
方に係る懇談会（あり方懇）」が6月7日に

開催され、日本自動車会議所保険委員会の秋田進委
員長が当懇談会に委員として出席し、保険委員会の
意見を陳述した。秋田委員長は、「昨年実現した繰
り戻しを梃子に、繰り戻しを継続・拡大し、被害者
救済事業の安定的・持続的拡充を確固たるものとし
なければならない」と述べるとともに、「9月のシ
ンポジウムに是非多くの方々のご参加をいただき、
そこをスタートとして『考える会』を核に取り組み
を推進していきたい」との決意を表明した。
１．議題
⑴　自動車損害賠償保障制度に係る最近の動きにつ

いて（国土交通省説明）
①平成30年度予算で15年ぶりに一般会計繰入金の繰
り戻しが再開され、23.2億円の繰り戻しと被害者
対策の充実が実現することになった。関係の皆さ
まのご協力に感謝するとともに、今後とも安定的、
継続的な被害者対策推進のため努力していきたい。
②その他：被害者救済施策、事故防止対策など
⑵　自動車事故対策機構の取り組みについて（略）
２．主な意見
⑴　秋田委員（自動車会議所保険委員長）
　平成30年度政府予算における、一般会計から自動
車安全特別会計への23.2億円の繰り戻しの実現は、
15年ぶりの返済再開であり、関係の皆さまの粘り強
い取り組みと財務当局の深いご理解の賜物と、心か
ら御礼申し上げたい。
　ただし、いまだ自賠責積立金6,000億円は一般会
計に残ったままであり、昨年実現した繰り戻しを梃
子に、繰り戻しを継続・拡大し、被害者救済事業の安
定的・持続的拡充を確固たるものとする必要がある。
　本日ご出席の福田先生を座長として桑山代表、矢
代JAF会長、高倉自動車総連会長、私が呼びかけ人
を務める「自賠制度を考える会」が９月にシンポジ
ウムを開催する予定。是非、多くの方々のご参加を
いただき、そこをスタートとして「考える会」を核に

国

「あり方懇」に出席した当会議所保険委員会の秋田委員長（テ
ーブル席の右から３人目）
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本自動車会議所は6月28日、東京・港区の日
本自動車会館「くるまプラザ」会議室で、平

成30年度第1回特別委員会（委員長＝和迩健二・日
本自動車工業会常務理事）を開催した。今年度の特
別員会は、中期的なクルマユーザーや業界人材の確
保に向け、重点テーマとして引き続き「クルマ好き
を育む活動」を強化していくこととしている。
　今回の委員会は、和迩委員長からの挨拶に続いて、
事務局より、これまでの活動の経緯と今後の取り組
み案について説明が行われた。
　審議では、会議所ホームページ（以下：HP）に
掲載する自動車関連イベントへのアクセス拡大に向
けて各団体・支部より事前情報提供をいただくため
の具体策、また、今秋開催予定の東京モーターフェ
ス2018や、地域・支部レベルのイベントの集客強化
の具体策について検討を進めることが承認された。
　この他、会議所と会員間の情報共有を進めること
を目的に、会員向け専用サイトを導入することもあ
わせて承認された。
１．和迩委員長挨拶骨子
　会議所は、自動車産業の人材確保、クルマ好きを
育む活動を重点に取り組み、昨年８月に会議所の
HPをリニューアルし、自動車関連のイベント・行
事などの情報提供を開始している。
　昨年10月開催の東京モーターショーは、「クルマ」
への関心を高めるまたとない機会であるとして、特
別委員会として動員活動に対してご協力いただいた

ことに大変感謝している。ネットを活用し、手間を
かけずに既存の情報を一つにまとめ、業界一体とな
ってクルマ好きを増やしてくことが、自動車産業の
発展に寄与していくと考えている。
　本日は、あらためて会議所HPの目的や委員会活
動の経緯を理解したうえで、委員からも各団体の実
情を伺いながら、今後の課題や活動の進め方につい
て議論を進めていきたい。
２．これまでの活動の経緯（事務局説明）
１）当会議所HPでのイベント情報掲載
　平成28年（2016年）、当会議所はクルマ好きを育
むイベントや、自動車産業の関連情報の発信元など
を調査した。この結果、情報源は限られていたもの
の、全国で年間約600件もの関連イベントが開催さ
れており、この中には、団体が主催する若者向けイ
ベントも数多く含まれていることが分かった。
　こうしたイベント情報を共有するため、当会議所
はHPの改訂に着手し、平成29年８月、HP内のポー
タルサイト「クルマの情報館」において情報発信を
開始し、イベント検索機能も持たせた。
◇掲載している新着情報の分類は次の通り。
⑴　タブ（４種）
　１．イベント・行事
　２．自動車産業インフォメーション
　３．会議所ニュース
　４．会員研修会
⑵　カテゴリー（９種）

第１回 特別委員会開催 

今後の会議所ホームページによる
イベント情報発信とクルマ好きを育む活動について審議

日

開会にあたり挨拶に立つ和迩委員長
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　１．展示会・講演会
　２．会議・審議会・委員会
　３．白書・意見書・刊行物
　４．交通安全、
　５．社会貢献
　６．キャンペーン・表彰・記念日
　７．人事
　８．会議所ニュース
　９．会員研修会
⑶　検索機能
　１．開催日
　２．開催場所（都道府県名、全国、海外）
　３．キーワード（会場名、団体名、タイトル名等）
　４．対象者（キッズ・小学生、中高生、大学・専
門学校、一般、自動車業界）

　昨年８月の掲載開始から本年５月までの掲載件数
（累計）は合計1,324となった。この間、HPへのア
クセス数（月別）は、昨年８月には4,390だったが、
本年５月には11,297となり、１万を超えるようにな
ってきた。＝グラフ１＝
　イベント（主に開催案内）の掲載件数は、全体の
２割強であるが、イベントへのアクセス数は全体の
約７割となっており、イベントの閲覧が多い結果と
なっている。
　カテゴリー別の掲載件数では、掲載の多い順に、
キャンペーン・表彰・記念日660、イベント・行事
313、社会貢献241、白書・意見書・刊行物218、展
示会・講演会202、会議・審議会・委員会183、会議
所ニュース63、会員研修会14となっている。

　対象者別の掲載件数は、キッズ・小学生177、中・
高校生123、大学・専門学校228となった。
◇以下の掲載件数・アクセス数は表１～３を参照
　表１　団体・業種別掲載件数（15位まで）
　表２　開催地別掲載件数（同上）
　表３　新着情報別アクセス数（10位まで）
２）東京モーターショーについて
　昨年は自動車産業の最大イベント「東京モーター
ショー（以下：TMS）」が開催されたため、業界
団体で広く紹介する活動を展開した。自工会から
TMSのバナー提供を受け、21団体のHPにバナーを
リンクすることができた。また、団体が発行する機
関誌等へ最新の開催概要を掲載し、TMS来場者動
員に取り組んだ。
３）親子キッズエンジニア－効果的イベント集客の
取り組みの紹介

　クルマ好きを育む活動の一環として、今年３月28
日、自動車会館運営委員会と自動車技術会が共催し、
小学生向け「第１回親子キッズエンジニア」をくる
まプラザで開催した。来場したキッズは330名で、
事前予約プログラムが受付初日で満員となる盛況と
なった。
　今回、新たな取り組みとして外部のキッズ向けイ
ベント紹介サイトに開催案内を掲載した。その結果、
母親達がSNSを通じて開催情報を拡散し、参加者の
半数が東京以外の近県からの来場者となるなど、費
用もかからない効果的な集客方法であった。
　当委員団体に対して、事前にイベント集客の課題
を調査したところ、「認知不足」、「来場者の減少」「募



─ 13 ─

平成30年７月10日(第906号) 自動車会議所ニュース

集方法」などに苦慮していることがわかった。今後、
当委員会では、親子キッズエンジニアで実施した効
果的な集客方法を、会員・支部で共有できるよう検
討を進める。
４）東京都人材戦略マネジメント支援事業
　東京に拠点を持つ事業所を対象に経営者セミナ
ー、特別講座、個別コンサルティングを無料で受け
られる。今後も当会議所は公的人材支援事業の情報
を提供していく。
３．委員会審議
　事務局からの提案に基づき、以下の通り承認され
た。
⑴　「クルマの情報館」アクセス数の拡大（今後事
務局が具体策を提案する）
・イベント開催の事前情報の掲載を増やすため、
　①当委員団体、会員団体へ情報提供を要請する。
　②あわせて支部イベントの情報提供を要請する。
・日本モータースポーツ協会のイベント開催情報を
掲載する。
・委員より「支部活動は３か月毎に情報提供がある
ため入手時点で提供は可能」との発言も踏まえ、
今後、団体の状況に応じて、支部から提供された
情報を新着情報に掲載する。
⑵　イベント集客力の向上（今後事務局が具体策を
提案する）
　①「東京モーターフェス2018」の開催概要の決定
次第、集客・動員活動を開始する。会員・団体
支部に対して、HPへのバナー・開催案内など
の掲載を要請する。

　②地域・支部レベルのイベント支援に向けて、地

域での人気情報発信ポータルサイトの調査、活
用事例の紹介などを行う。

⑶　会員向け専用サイト（会員との情報共有システ
ム）の導入・当委員会からテスト運用の開始

（当面の共有対象となる情報）
　①委員会などの開催案内と出欠の確認
　②会議所から関連する最新情報の提供
　③人事異動情報
　④総会日程
　⑤団体主催・共催イベントなどの情報
　⑥会員アンケート調査の回答



川県自動車会議所は6月26日、石川県金沢市
橋場町の「金城樓」で創立50周年記念式典を

開催し、来賓や関係団体関係者など81人が出席した。
　式典では、まず物故役員への黙祷の後、要明英二
会長（石川トヨペット代表取締役会長）が挨拶に立
ち、「石川県自動車会議所は、県下の自動車関係団
体が一堂に集結し昭和43年６月に設立以来、ここに
創立50周年を迎えることができました。これもひと
えに関係ご当局のご指導・ご鞭撻はもとより、関係
機関・団体の方々のご理解・ご協力ならびに歴代会
長、役員、職員の皆さまのご努力の賜物であります」
と感謝の言葉を述べた後、次のように話した。
　「50年前では考えられないほど豊かなクルマ社会
となる一方で、少子高齢化によるクルマの購買層の
減少問題、高齢ドライバーによる交通事故の増加、
より一層深刻さを増す人手不足など、解決すべき大
きな課題もあります。また、第４次産業革命では、
人間の代わりに人工知能AIが機械を自動制御し、
無人の自動運転や、先進安全装置を搭載したサポカ
ーといった新しい技術開発が一層進展するなど、自
動車産業は100年に一度と言われる変革期を迎えよ
うとしております。石川県自動車会議所は、今後も
諸課題に適切に対応し、さらなる『クルマ社会の健
全で調和ある発展』を目指して、役職員一同、創立
50周年を機により一層努力いたす所存です」
　続いて石川県の谷本正憲知事はじめ来賓４人が祝

─ 14 ─

平成30年７月10日(第906号) 自動車会議所ニュース

辞。当会議所の内山田竹志会長も来賓として出席し、
「貴会議所は、自動車検査・登録業務の支援をはじ
め、交通安全活動や点検整備推進活動などに積極的
に取り組んでこられました。以来、半世紀に及ぶ地
域社会への貢献は高く評価されるところでありま
す。長きにわたり石川県の業界のリーダーとして自
動車産業の振興・発展に力を注いでこられました要
明会長はじめ、歴代会長、関係各位による弛みない
ご努力の賜物と、深く敬意を表するものであります」
とこれまでの活動や取り組みを称えた。
　また、本年３月に完成し、石川運輸支局の新庁舎
とともに９月に正式オープンの運びとなっている、
石川県自動車会議所も入居する新自動車会館に触れ
たうえで、「石川県の自動車業界の取りまとめ役と
しての貴会議所の役割は、今後一段と重要になる
ものと思います」と期待の意を表明し、「石川県自
動車会議所の一層のご発展と、本日ご出席の皆様の
益々のご活躍とご健勝を祈念いたします」と祝辞を
締めくくった。
　新自動車会館は鉄骨２階建て・延べ床面積2,500
平方メートルで、建設主体の石川県自動車整備振興
会・石川県自動車整備商工組合をはじめ、石川県自
動車会議所、石川県バス協会、石川県中古自動車販
売協会、石川県自動車車体整備協同組合、自動車事
故対策機構石川支所などが入居する。

創立50周年記念式典を開催
要明会長が「50周年を機に、さらなる『クルマ社会の

健全で調和ある発展』を目指す」と抱負

石

記念式典で挨拶に立つ石川県自動車会議所の要明英二会長。写真左枠は来賓として挨拶する当会議所の内山田竹志会長

石川県自動車会議所
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東ト協会長が引き続き副会長を務めることが決まっ
た。
　総会終了後、同ホテル内の別の会場で、自動車業
界関係者を中心に約150人の来賓を迎えて「平成30
年度通常総会懇親会」を開いた。
　懇親会では最初に、西村会長代行が「東京都自動
車会議所はいろいろな業界、業種の集まりで、業種
業態は違うけれど、互いに手を取り合って、東京都、
ひいては全国の自動車関連産業の健全な発展のため
に頑張りたい」と開会の挨拶をした。
　続いて、この日に第２回都議会定例会を閉幕した
ばかりの自民党都議10人が登壇、山﨑一輝都議（都
議会自民党自動車産業政策研究会事務局長）が一人
ひとり紹介した後、髙島なおき・自民党東京都連幹
事長と秋田一郎・都議会自民党幹事長がそれぞれ祝
辞を述べた。
　東京都環境局の筧直・環境改善部長ら会場に姿を
見せた都幹部職員らが紹介された後、浅井副会長が
乾杯の発声に立ち、「東京都自動車会議所の各種団
体はいろいろな面で難しい問題を抱えているので、
どうぞ自民党都議の
先生方はバックアッ
プをよろしくお願い
します」と述べ＝写
真＝、会場全体で乾
杯。和やかに歓談し
た。

京都自動車会議所は6月27日、東京・新宿区
の京王プラザホテルで第69回理事会および第

44回通常総会を開催し、平成29年度事業実績・決算
報告と同30年度事業計画・予算案を審議、いずれも
原案通り承認された。同時に、任期満了に伴う役員
人事も審議し、理事21名と監事2名を選任。続いて
開催した第70回理事会で、新しい会長が決まるまで
の間、西村健二会長代行（東京都自動車整備振興会
会長）が続投することが承認された。
　通常総会では冒頭、西村会長代行が挨拶。昨年の
総会で急きょ、会長代行に就任したものの、残念な
がらいまだに新会長が誕生していないと断ったうえ
で、都議会自民党および都関係部局との意見交換会
「東京都自動車政策懇談会」を５月に開催したこと
を報告し、「今後とも、会員である自動車・運輸・
交通業界の皆さまが抱える課題の解決に向けて、こ
うした取り組みを続けていく方針だ」と語った。
　続いて、この１年の間に会員団体の新しい代表に
就任した人のうち、同日出席した大原一夫・東京自
動車販売協会会長（東京トヨペット代表取締役社長）
と浅井隆・東京都トラック協会会長（浅井代表取締
役社長）が紹介された。
　その後、前年度の事業実績や決算内容について事
務局が説明。監事による監査報告を受けて、異議な
く承認された。続いて事務局が説明した新年度の事
業計画や予算内容についても異議なく承認された。
　このうち新年度の主な事業内容としては、平成31
年度の税制抜本改正に向けた自動車関係諸税の負担
軽減・簡素化を目指して、国や都に働きかけていく
ことをはじめ、都の道路交通対策への協力や、自動
車政策懇談会の開催、組織運営基盤の強化などが掲
げられた。
　また役員人事については、会長不在ということも
あって、全員再任を原則に選定。西村会長代行の下、
川鍋一朗・東京ハイヤー・タクシー協会会長、山口
哲生・東京バス協会会長、大原・東自販会長、浅井・

豊田合成元社長
（当会議所会員元代表者）

堀篭 登喜雄氏
　豊田合成で社長、会長を務められた堀篭登喜雄氏
が６月10日、逝去された。82歳だった。

平成30年度事業計画・予算を承認
会長空席で西村会長代行が続投

東

訃 報

通常総会で挨拶する西村会長代行

第44回通常総会を開催
東京都自動車会議所
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欧州が米国産鶏肉に対して高関税を課し、それに対し
て米国がライトトラックなど計４品目に25％の報復関
税を課した。この米国と欧州との貿易摩擦係争が米国
では「チキン戦争」とされ、米国が課した関税のこと
がチキン・タックスと呼ばれたのだ。
　そして今、トランプ米政権が対中国貿易赤字解消の
ため中国製品への高関税に動けば、中国も米国製品に
報復関税を課すと表明し、米中チキン戦争が制裁関税
の応酬で過熱化している。さらに中国を含む欧州連合
（EU）など７カ国地域が対米報復関税による対抗策
を打ち出して、自国第一主義の保護貿易が進む負の連
鎖に陥る気配だ。
　また、米国が輸入車や自動車部品の追加関税も検討
するということで、またぞろ日米自動車貿易摩擦が懸
念されている。そもそも日米自動車摩擦は、70年代末
に日本車の「集中豪雨的対米輸出」の非難が米国内で
巻き起こり、「日本車バッシング」が加熱化して政治
問題となったことに端を発する。
　当時、筆者は1981年度からスタートした「日本乗用
車対米輸出自主規制」（VER）を第一線の記者として
取材していた。1970年代の後半に米国自動車市場は、
オイルショックを契機として消費者の志向がそれまで

　「チキン戦争」という言葉を
ご存知だろうか？これは、1963
年に米国と欧州の間で米国産鶏
肉を巡る貿易摩擦が発生したこ
とに起因する。この係争の中で

の大型車から小型車へと変化していった。そこへ日本
車の「高品質、低価格」がブームを巻き起こし、日本
からの輸出が急増したのである。
　一方で米ビッグ３はこの小型車シフトが後手に回
り、業績を悪化させていた。80年に全米自動車労組
（UAW）が米国際貿易委員会に対して米国の自動車
産業労働者の大量失業は日本車による被害であるとし
て日本車の規制を求める提訴を行った。当時、米国は
カーター政権からレーガン政権に移行した大統領選挙
もあり、日本車批判が米国内で一気に加熱し日米自動
車摩擦に繋がった。
　日本自動車産業は、それまでの国策に沿って産業と
しての発展を輸出に求めた動きから、自由経済での市
場競争原理を主張しながらも国際共生の道を探る方向
へ転換を迫られた。81年度から93年度まで実に13年間
も対米輸出の「自主規制」は日米両政府の暗黙の了解
の下に続いたのだ。さらに93年のクリントン政権の日
米自動車交渉は緊迫したものとなり、日本車制裁措置
発動直前で95年に外国製自動車・部品の販売機会の拡
大などで合意する政治決着が図られた。
　元々、トランプ政権スタート時からアメリカ・ファ
ーストを第一義とする保護主義への懸念は強かった
が、中国とのチキン戦争は日本にとっても対岸の火事
ではなく「いつか来た道」ともなる。
　トランプ米政権の強硬な通商政策の背景には、11月
の中間選挙対策がある。貿易制限的な措置で不利益を
被るのは結局のところ、消費者なのだが……。
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「いつか来た道」～米トランプ政権の自動車関税引き上げへの懸念
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